
【事業概要】

（

平成21年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

なし

業務の効率化を総合的に考える。 ）

（ 市の財政が厳しい折、経費の削減を促すような事業の見直し。

（ 現在のところ直近の問題がないため

）

平成21年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

選挙管理委員会の開催及び議事録の作成。国民投票対応の選挙管理システム開発。市民参加
条例のシステム開発。在外選挙人の名簿作成。

）

選挙に関する事務が、公明かつ適正に行われるよう管理執行する

選挙管理委員

委員会の開催、各選挙管理委員会関係各団体等との連絡、調整、各種選挙の執行等を行う

担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標がないため

【総合計画における位置づけ】

平成２２年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２１年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

620事 務 事 業 名 選挙管理委員会運営事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

目標を持ってする類の事業ではないため ）

（

平成21年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

）根 拠 法 令 等

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

公職選挙法

担 当 部 選挙管理委員会 担 当 課

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

小柳　清

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

選挙管理委員会事務局

■あり→
□なし

（

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　■その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 25,208,000 25,208,000 24,386,000

一般職員工数(人/年) 2.740 2.740 2.740

0

純支出額　C(A-B) 30,501,968 34,991,304 27,879,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 275.891 314.328 249.320

60,000 6,544,626 3,607,000

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 60,000 6,544,626 3,607,000

30,561,968 41,535,930 31,486,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

平成21年度 平成22年度（計画）

歳
出

5,353,968 16,327,930

当初予算額 5,143,000 16,972,000 7,100,000

再任用職員人件費 0

決算額 5,353,968 16,327,930

25,208,000 25,208,000 24,386,000

96.21%104.10%

歳出計　A(①+②)

平成２２年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２１年度事業）

指標 単位 値 20年度 21年度 22年度

平成20年度

指
標
１

活
動
量

選挙管理委員会の開催 回 目標値

成
果

名称

説明

なし なし なし

公職選挙法で定められた選挙管理委員会の開催回数 実績値 23 24

目標値

実績値

実績値

実績値

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

とくに若年層の成果に対しては、数年で結果がでるものではなく、長期的に見る必要がある。また、投票率は社会情勢に左右さ
れる部分もあるので評価するのが難しい。指標データについては、公職選挙法に基づき行っているため、回数については選挙
管理委員会事務局で決めることができないため、目標値は設定できない。法律により業務内容が決定するが、法改正により事
務量が増大し、また今後も政権が交代したことにより法改正等により事務量が増大することが予想されるので業務の効率化や
適切な人員の配置等対応が必要と思われる。

今後の方針　（活動量：平成23年度の活動量の方針）　（予　算：平成22年度と比較した平成23年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止


